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編集後記・本誌の内容やレベルがどうあるべきかは常に すなわち農業の政策レベルから実務レベルに至るまでパ

議論の的となっているところである.今回はその点で農 ソコンの高性能化と低価格化が飛躍的に進んだ今， OR 

業への適用において新進の研究者南石氏にオーガナイザ によるあくことなき最適化の追求がなされ，多くの制約

ーになっていただいて l つの範ができたのではなL 、かと をクリヤーし，他産業並みの競争力をつけられるような

考える.本誌では久しく農業関係の特集はなかったが， 農業システムの再編成再構築を行なうことが避けられな

この分野でも，地道な研究と適用がなされており，他の い時期にきている.その場合，それは特に本誌本年第 5

分野への応用において啓発されるところは多いと考える 号の特集「地球環境問題への対応」で言及されているよ

・日本の農業は従事者の高齢化による後継者難，土地利 うに短期的利益追求に偏り，-iJ-ステナフツL な環境に有害

用問題，環境や国土保全問題で大きな転換期にある.お なことがなされることを厳しくガードするような制約条

りからガット(関税貿易一般協定)のウルグァイ・ラウ 件をクリヤできるシステムとならなければならない.そ

ンド(多角的貿易交渉)では農業問題が主題となってお うすればそれは，大気汚染防止システムがそうであった

り，その成行きは他産業にも影響を及ぼしかねない気配 ように世界の範となる.産業の比較優位は，特に近年帰

にある.日本の農業は他産業，特に高い国際競争力を誇 するところ本質的にはその時期の総合的な技術水準の状

る第二次産業に比べて相対的に生産性が低く，食料自給 況とシステムにあるのであるから，システムの最適化に

率も低いということからだけでなく，環境や国土保全の よってこれらは早期に実現し，若い人にも最も魅力的な

面からも見直されるべき状況にある・このような状況下 産業になることを信じる.

こそORは絶好の活躍の場を与えられているといえる川合 庸一)
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